
費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 北海道 地区名 三川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，４２２，０７９千円

年 効 用 ② ３０１，５２２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２９８，１１７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，６９６，３５６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

冷害防止に伴う収量増農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ９，５４８
対象作物：水稲の増加

用水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 ７，７３７
が高まることによる労働時間の短縮

や機械経費の節減

対象作物：水稲

用水路整備に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 ７６，９９６
の減

対象施設：用水路

付替道路の建設により車両の走行経営農に係る走行経費 △４７９
費が増加する効果節減効果

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２０３，０８４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路の整備に伴い開水路の暗きょ地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ４，６３６
化、転落防止施設等の設置に伴う安の保全・向上
全性確保による効果

対象施設：管水路、フェンス

計 ３０１，５２２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 北海道 地区名 吉沢

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，７１１，０８７千円

年 効 用 ② ２８０，００９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １０３，８５８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９５
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，５５２，８８９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

冷害防止に伴う収量増農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２３，５７９
対象作物：水稲の増加

関連事業による効果品 質 向 上 効 果 １９６

用水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 １２５，０６４
が高まることによる労働時間の短縮
や機械経費の節減 対象作物：水稲

用水路整備に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 ５４，７３５
の減 対象施設：用水路

農産物の生産並びに流通に係る輸送営農に係る走行経費 ７６１
経費が節減される効果節減効果

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６０，４３７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路の整備に伴い開水路の暗きょ地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 １１９
化、転落防止施設等の設置に伴う安の保全・向上
全性確保による効果
対象施設：管水路、フェンス

周辺の景観や環境に配慮した整備を水辺環境整備効果 ６５９
行うことにより水辺空間が保全、創
造される効果

水源開発により河川への還元水の増河川流況安定効果 １４，０２１
加が流況を安定させる効果

用水路の整備により営農・防災用水地 域 用 水 効 果 ４３８
機能が向上し経費が節減される効果

計 ２８０，００９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 北海道 地区名 第１支線新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３６７，５００千円

年 効 用 ② ２２，８４９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４１，２７９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５１８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３９９，８２１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，５７８
が高まることによる労働時間の短縮

対象作物：水稲

用水路整備に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 ８，３０３
の減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １１，９３０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路の整備と共に安全施設を設置地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ３８
することにより事故率の減の保全・向上
対象施設：用水路

計 ２２，８４９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 北海道 地区名 御茶の水地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５０９，８１１千円

年 効 用 ② ２８，０４３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５３８，２５３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水機能が向上し、被害防止、立地農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １２，４４１
条件好転による収量増の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆

たまねぎ

排水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 １１，５０１
が高まることによる労働時間の短縮

や機械経費の節減

対象作物：水稲、小麦、大豆、小豆

たまねぎ

排水路整備に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 △３，５８９
の増

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７，６９０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

計 ２８，０４３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 北海道 地区名 瑞生第２地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １５４，９９８千円

年 効 用 ② １０，０５４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １８，２９４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １７２，８４７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水機能が向上し、被害防止、立地農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，００８
条件好転による収量増の増加
対象作物：水稲、大豆、小麦、てん

菜、たまねぎ、かぼちゃ

排水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，７２９
が高まることによる労働時間の短縮

や機械経費の節減

対象作物：水稲、大豆、小麦、てん

菜、たまねぎ、かぼちゃ

排水路整備に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 １，２１１
の減

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ４，１０６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

計 １０，０５４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 青森県 地区名 土場川地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １３３，３５０千円

年 効 用 ② １１，５４９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １９６，０７８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

乾田化による単収の増及び転作作物農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ９，２６８
面積の増加に伴う収益の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、ながいも、

にんにく

農業用排水施設の改修に伴う維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 ７２５
理費の節減

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １，３２２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

環境に配慮した施設の整備による水地域の生活環境 水辺環境整備効果 ２３４
辺環境の保全の保全・向上
対象施設：魚巣ブロック水路

計 １１，５４９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 秋田県 地区名 鷹巣三堰

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３７８，０００千円

年 効 用 ② ２２，９２９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０.０５９７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３８４，０７０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.０１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設の更新に伴う施設の維持管営農経費の削減 維持管理費節減効果 ５，９０９
理費の削減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １５，６５０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

転落防止柵の整備による安全性の向地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 １,３７０
上の保全・向上
対象施設：フェンス

計 ２２，９２９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 秋田県 地区名 松倉

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

６１９，５００千円総 事 業 費 ①

３７，３１３千円年 効 用 ②

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，４４０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５７
便益を算定するための係数建設利息率）

千円総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６６７，４５２

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設の改修に伴う施設の維持管営農経費の削減 維持管理費節減効果 ６，９３４
理費の削減

対象施設：頭首工、分水工

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３０，３７９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：頭首工、分水工の維持

計 ３７，３１３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 山形県 地区名 広幡地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １９９，５００千円

年 効 用 ② １７，９７７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３０５，２１２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

乾田化による単収の増及び転作作物農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４，２７２
面積の増加に伴う収益の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、トマト

乾田化に伴う労力の省力化、機械経営農経費の節減 営農経費節減効果 ７，７３３
費の節減

対象施設：排水路

農業用排水施設の改修に伴う維持管維持管理費節減効果 １，７７５
理費の節減

対象施設：排水路、用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ４，１９７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路、用水路の維持

計 １７，９７７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 福島県 地区名 新安積（一期）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １２，６１３，２１０千円

年 効 用 ② ８１２，１２１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １２１，８１８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４２
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １４，８６１，９６４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水路改修やほ場の区画整理によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８０，６８３
る用排水改良に伴う転作作物の面の増加
積拡大や作物の増収対象作物：水
稲、大豆、きゅうり、にら、いち
ご

ほ場の大区画化による労働時間の営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５１，１２１
短縮や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、きゅうり

農業用水路の改修に伴う維持管理維持管理費節減効果 ３８，２１４
費の節減
対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 ４３７，８２５
の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路にネットフェンスを設置す地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 １，７５９
ることによる安全性の向上の保全・向上
対象施設：用水路

非農用地の創設により、合理的、非農用地等創設効果 ２３６
経済的に用地取得が可能
対象施設：農地

事業区域内に埋蔵文化財があり、文 化 財 発 見 効 果 ２，２８３
文化遺産が後世に継承
対象施設：農地

計 ８１２，１２１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 茨城 地区名 北条

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５２１，０００千円

年 効 用 ② ３２，７５８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５５６，１６３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設の改修に伴う施設の維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 １０，９４０
理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更新効果 １８，５９０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

安全施設の設置による安全性の向上地域の生活環境 安全性向上効果 ２，９８８
対象施設：ネットフェンスの保全・向上

用水路の一部によどみを設置し、魚水辺環境整備効果 ２４０
類の生息環境に配慮することにより

水辺環境を保全

対象施設：用水路

計 ３２，７５８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 茨城県 地区名 横利根川新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９４３，０００千円

年 効 用 ② ６０，４３３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６１６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９８１，０５５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修に伴う維持管理費農産物の生産量 維持管理費節減効果 １８，７７４
の節減の増加
対象施設：揚水機場,用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ４０，７８７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場,用水路の維持

老朽化した公共施設の更新による従地域の生活環境 公共施設保全効果 ８７２
前の機能の維持の保全・向上
対象施設：市道舗装

計 ６０，４３３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 茨城県 地区名 潮来出島地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４４６，１２３千円

年 効 用 ② ２８，６７６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６００
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４７７，９３３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水改良による単収増加及び土地利用農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２１，０９２
率の向上に伴う作付け面積増の増加
対象作物：水稲，ブロッコリー，トウ

モロコシ等

排水路改修に伴う機械の利用効率の向営農経費の節減 営農経費節減効果 ４，６０９
上

対象作物：水稲

排水路の改修に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 ９９９
の減

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 １，８６１
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

排水路の一部でフリュームの底を無く地域の保全環境 水辺環境整備効果 １１５
し、植物を繁茂させることで生物の生の保全・向上
息空間に配慮し水辺環境を保全

対象施設：排水路

計 ２８，６７６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 茨城県 地区名 小高地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２１７，０００千円

年 効 用 ② １５，３７１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２６６，３９５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水改良による単収増加及び土地利用農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ９，４３０
率の向上に伴う作付け面積増の増加
対象作物：水稲，キュウリ，トマト等

排水路改修に伴う機械の利用効率の向営農経費の節減 営農経費節減効果 ３，７４３
上

対象作物：水稲

排水路の改修に伴う施設の維持管理費維持管理費節減効果 ９３４
の減

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の農施設更新による 更 新 効 果 ９７８
業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

排水路の一部に魚巣ブロックを設置地域の生活環境 水辺環境整備効果 ２８６
し、魚類の生息環境に配慮することにの保全・向上
より水辺環境を保全

対象施設：排水路

計 １５，３７１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 埼玉県 地区名 大塚

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０１９，０００千円

年 効 用 ② ７８，０００千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６９２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１２７，１６７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１０

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水改良により,排水不良に起因す農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６１７
る被害を防止することによる増収の増加
対象作物：ねぎ，ブロッコリー，

さといも

排水施設の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２０，２０９
管理費の節減

対象施設：排水路,排水機場

老朽化した施設の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 ５６，４４９
の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路,堰上げゲート,の維持

排水機場

排水路の一部に魚巣ブロックによ地域の生活環境 水辺環境整備効果 ７２５
る深みを設置し、魚類等の生息環の保全・向上
境に配慮することにより水辺環境

を保全

対象施設：排水路効果

計 ７８，０００



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 千葉県 地区名 新川

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，１６６，０００千円

年 効 用 ② ７３，６３０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １０６，６４０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５６４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，１９８，８６０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

排水改良により,排水不良に起因す農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，５７６
る被害を防止することによる増収の増加
対象作物：水稲，ねぎ

排水施設の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 １７，３０９
管理費の節減

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 ４９，３１１
の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路,堰上げゲートの維持

排水路の一部に布団籠や魚巣ブロ地域の生活環境 水辺環境整備効果 ４，４３４
ックを設置し、生態系の保全を図の保全・向上
ることにより水辺環境を保全

対象施設：排水路

計 ７３，６３０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 長野県 地区名 四ヶ堰

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３７８，０００千円

年 効 用 ② １９，７５１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３９８，２０５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水改良により,用水不足に起因する農産物の生産量 作 物 生 産 効 果 １，６５１
被害を防止することによる増収の増加
対象作物：水稲

用水路の改修に伴う用水路の維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３，２２９
理費の節減

対象施設：幹線用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９，８４８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

ネットフェンスを設置することによ地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ３，８２６
る安全性の向上の保全・向上

用水路の改修による、防火用水とい地 域 用 水 効 果 ３５４
しての利用の増加及び経費節減

暗渠区間に魚類の生息空間に配慮す水辺環境整備効果 ８４３
るための水槽を設置することにより

水辺空間を保全

対象施設：用水路

計 １９，７５１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 静岡県 地区名 掛川幹線新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７２１，０００千円

年 効 用 ② ３９，６３６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７５９，３１０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設のパイプライン化に伴う施営農経費の節減 維持管理費節減効果 １２，６６０
設の維持管理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２５，２５０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

老朽化した公共施設の更新による従地域の生活環境 公共施設保全効果 １，７２６
前の機能の維持の保全・向上
対象施設：市道舗装

計 ３９，６３６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 静岡県 地区名 菊川左岸幹線新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６４１，０００千円

年 効 用 ② ３８，４１４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １３，６５０

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６８０，９９７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水路の改修に伴う施設の維持管理営農経費の節減 維持管理費節減効果 １６，９６６
費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２１，４４８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：開渠工，パイプライン，の維持

計 ３８，４１４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 新潟県 地区名 柏崎１期新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７０，１０１，０５０千円

年 効 用 ② ３，７２２，４９４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７８８，５６４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４７年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０５０６
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７２，７７８，５１１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

干害防止及び田畑輪換による効果農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６６８，２４５
対象作物：水稲、大豆、きゅうりの増加

用水施設の改良に伴い水管理が合営農経費の節減 営農経費節減効果 １，８１４，０９９
理化する等による労働時間の短縮

や機械経費の節減

対象作物：水稲、大麦、大豆

現況農業用用排施設の新設、改修維持管理費節減効果 △５，４７４
対象施設：用水路、水管理システム等

老朽化した施設の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 ８０４，２８３
の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、水管理システム等の維持

集落周辺等の幹線用水路に防護柵地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 １２，５３５
等の安全施設を設置の保全向上

付替え道路等の耐用年数が増加し公共施設保全効果 ３，００３
便益が向上

水源開発により河川への還元水の河川流況安定効果 ３８９，８４２
増加が流況を安定させる効果

関連事業であるほ場整備の実施に地 籍 確 定 効 果 １２，３６０
より地籍が明確化

農業用用排施設の新設更新により保 健 休 養 効 果 ２３，６０１
観光資源として利用できる効果

計 ３，７２２，４９４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 富山県 地区名 上条

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７２４，５００千円

年 効 用 ② ３９，６４２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７５２，２２０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の用水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３，５６１
面積拡大の増加
対象作物：大豆、ねぎ、さといも

用水路の改修による維持管理費の節営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６，６６４
減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２７，７８９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路の一部区間に転落防止柵の設地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 １，６２８
置を行う。の保全・向上
対象施設：用水路

計 ３９，６４２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 富山県 地区名 古沢新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １３３，０００千円

年 効 用 ② ９，７０４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２２年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０７０５
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １３７，５４９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設の構築に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６，９６２
管理費の節減。

対象施設：用水路

機能低下した施設の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 ２，７４２
の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 ９，７０４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 富山県 地区名 常西新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４７２，０００千円

年 効 用 ② ４４，１４５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １６年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０８８８
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４９７，３８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設の構築に伴う施設の維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３８，１１８
理費の節減。

対象施設：用水路

機能低下した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６，０２７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 ４４，１４５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 富山県 地区名 常東新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４７２，０００千円

年 効 用 ② ４７，３８３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １７年

総合耐用年数に応じた効用から還元率×（１＋ ⑤ ０．０８４９
総便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５５８，２９１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設の構築に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 １１，６６９
管理費の節減

対象施設：用水路、水管理施設

機能低下した施設の更新による従前施設更新による 更 新 効 果 ３５，７１４
の農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、水管理施設の維持

計 ４７，３８３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 福井県 地区名 三方

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９４５，０００千円

年 効 用 ② ８９，５９８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ４０，７４０千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０８９１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９６４，８４９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額 (千円) 効果の内容

揚水施設等の更新・管理の高度化を営農経費の節減 維持管理費節減効果 １３,３２５
図り施設の維持管理費を節減

対象施設：揚水機場、水管理施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ７６,２７３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場の維持

計 ８９,５９８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 福井県 地区名 春江北部２期新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １３,２１５,０００千円

年 効 用 ② ８０５，０５０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １４１，１１６千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １３,７１９,９１４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １.０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額 (千円) 効果の内容

水田の用水改良による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２０,８５３
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：大麦、大豆、トマト、

キャベツ

用水施設の改良に伴い水管理が合理営農経費の節減 営農経費節減効果 ４６,８５１
化する等による労働時間の短縮や機

械経費の節減

対象作物：大麦、大豆、トマト、

キャベツ

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 ６０,０２８
施設の維持管理費の節減

対象施設：揚水機場、用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６７７,３１８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 ８０５,０５０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 岐阜県 地区名 揖斐川以東新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，４７０，０００千円

年 効 用 ② １０８，６１７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，０１１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，８３６，８４０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設の改修に伴う施設の維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６１，２５８
理費の節減

対象施設：用水路、揚水機場

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ４７，３５９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、揚水機場の維持

計 １０８，６１７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 愛知県 地区名 村高

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６，９００，２５０千円

年 効 用 ② ３９７，２３０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ７９，９００千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３７年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７，２４９，０６７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０５

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ６，２２０
面積拡大及び作物の単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、苺、茄子

用水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 １０１，９５２
が高まることによる労働時間の短縮
や機械経費の節減
対象作物：水稲、大豆、小麦、苺、

茄子

用水路の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効果 １６，４１６
費の節減
対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２４０，１２６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

水路改修に伴い社会的要請のある区地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 １７，７４７
間を暗渠化することによる安全性向の保全・向上
上
対象施設：用水路

水路改修に伴う公共埋設施設の更新公共施設保全効果 １，８４５
による従前の機能の維持
対象施設：水道等公共施設

地域用水等の整備によるアメニティ水辺環境整備効果 １２，９２４
向上、地域生態系等の保全、緑化に
よる景観環境の維持・形成

計 ３９７，２３０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 岐阜県 地区名 西八間地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３９９，０００千円

年 効 用 ② ３２，１５３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５７０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５６４，０８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．４１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の乾田化等による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，８９８
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆

排水機能が向上し、ほ場の作業効率営農経費の節減 営農経費節減効果 １，６３５
が高まることによる労働時間の短縮

や機械経費の節減

対象作物： 水稲、小麦、大豆

排水路の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効果 １４，２４０
費の節減

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １２，７８３
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

排水路の一部を魚類の生息環境に配地域の生活環境 水辺環境整備効果 ５９７
慮した構造にすることによる水辺環の保全・向上
境の保全

対象施設：排水路

計 ３２，１５３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 愛知県 地区名 高河原地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４７８，０００千円

年 効 用 ② ２６，９２０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５４６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４９３，０４０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の乾田化等による転作作物の面農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２，５６５
積拡大や単収の増加の増加
対象作物：大豆、小麦

排水改良により水稲の水管理作業時営農経費の節減 営農経費節減効果 ２，６４２
間の短縮

対象作物：水稲

排水施設の改修及び新設に伴う維持維持管理費節減効果 １，４６２
管理費の節減

対象施設：排水路・乾田化ポンプ

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２０，２５１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路・乾田化ポンプの維持

計 ２６，９２０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 三重県 地区名 宮川４工区新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８，３９２，９３７千円

年 効 用 ② ５０８，８４９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ９５，６１８千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ９，０３９，９１２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水路の改修に伴う水田汎用化によ農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２５，４０４
る作付面積の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、大豆

水管理施設の改修に伴う用水管理時営農経費の節減 営農経費節減効果 ６，０３０
間の軽減

対象施設：水稲

用水路の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効果 ３１，２１８
費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ４１２，９２８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用水路の改修に伴い社会的要請のあ地域の生活環境 安 全 性 向 上 効 果 ３，９５６
る区間を暗渠化することによる安全の保全・向上
性向上

対象施設：用水路

水路改修に伴う公共埋設施設の更新公共施設保全効果 ２９，３１３
対象施設：水道等公共施設

計 ５０８，８４９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 三重県 地区名 伊賀北部新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４１７，１００千円

年 効 用 ② ２３，８０７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３３
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４４６，６６０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設の改修に伴う用水管理時営農経費の節減 営農経費節減効果 ４，８９０
間の軽減

対象施設：水稲

用水路の改修に伴う施設の維持管理維持管理費節減効果 ９，０６６
費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ９，８５１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 ２３，８０７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 滋賀県 地区名 大原新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３，１７４，１５０千円

年 効 用 ② ２０５，３６０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５９１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３，４７４，７８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水管理施設の改良に伴う用水管理時営農経費の節減 営農経費節減効果 ５２，８４４
間の節減

対象作物：水稲

用水施設等の改修に伴う施設の維持維持管理費節減効果 ２６，３６５
管理費の節減

対象施設：用水路、取水施設、ダム

施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １２６，１５１
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、取水施設、ダムの維持
施設

計 ２０５，３６０



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 滋賀県 地区名 能登川新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３３０，０００千円

年 効 用 ② ３９，０３４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１１４８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３４０，０１７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の新設、改修に伴う施設営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６，４０５
の維持管理費の節減

対象施設：分水工、水管理改良施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３２，６２９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：分水工、水管理改良施設の維持

計 ３９，０３４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 滋賀県 地区名 長浜南部新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ９８２，１８６千円

年 効 用 ② ９３，９５９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０８８６
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，０６０，４８５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 ６，７００
管理費の節減

対象施設：揚水機場、水管理改良施

設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ８７，２５９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場、水管理改良施の維持
設

計 ９３，９５９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 滋賀県 地区名 姉川左岸新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４００，９６０千円

年 効 用 ② ４７，１５６千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１０８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４３３，８１８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 ５，３３６
管理費の節減

対象施設：水管理改良施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ４１，８２０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場、水管理改良施の維持
設

計 ４７，１５６



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 滋賀県 地区名 新旭新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ３９１，０００千円

年 効 用 ② ４６，２７５千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１１７１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３９５，１７５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 １１，２３１
管理費の節減

対象施設：揚水機場、水管理改良施

設、循環かんがい設備

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３４，７２８
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場、水管理改良施の維持
設

循環かんがい施設の整備による水質地域の生活環境 水 質 浄 化 効 果 ３１６
の保全の保全・向上
対象施設：循環かんがい設備

計 ４６，２７５



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 滋賀県 地区名 鴨川流域新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４７５，０００千円

年 効 用 ② ５３，１７８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １２年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１０９４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４８６，０８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の新設、改修に伴う施設営農経費の節減 維持管理費節減効果 １１，６０９
の維持管理費の節減

対象施設：用水路、揚水機場、水管

理改良施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ４１，５６９
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、揚水機場、水管の維持
理改良施設

計 ５３，１７８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 兵庫県 地区名 天下溝

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２６１，４５０千円

年 効 用 ② ２２，３５９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ５，５５１千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４００，９７６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修、統廃合に伴う施営農経費の節減 維持管理費節減効果 １０，０７７
設の維持管理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １１，９４６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

安全施設整備による安全性の向上地域の生活環境 安全性向上効果 ２７０
対象施設：用水路の保全・向上

用水路の一部を魚類等の生息環境に水辺環境整備効果 ６６
配慮した施設とすることによる水辺

環境の保全

対象施設：用水路

計 ２２，３５９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 兵庫県 地区名 万願寺川南部新農業水利システム保全整備事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １，０２９，０００千円

年 効 用 ② ９５，７８９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２４，８８４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １，６０６，９５６千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．５６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設等の改修、統廃合に伴う施営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３８，６２５
設の維持管理費の節減

対象施設：取水施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ５６，６４４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：取水施設の維持

魚類等の生息環境に配慮した施設の地域の生活環境 水辺環境整備効果 ５２０
設置による水辺環境の保全の保全・向上
対象施設：取水施設

計 ９５，７８９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 兵庫県 地区名 大川地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７８３，８８０千円

年 効 用 ② ５２，１１７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６０８
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８５７，１８８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０９

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２５，４０２
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、飼料作物、玉葱、

レタス、キャベツ

農道舗装による走行中の農産物の荷品 質 向 上 効 果 ２，１２０
痛み等が軽減

対象作物：玉葱、レタス、キャベツ

排水改良等でほ場条件が改善される営農経費の節減 営農経費節減効果 ２２，７９９
ことによる労働時間の短縮や機械経

費の節減

対象作物：水稲、飼料作物、玉葱、

レタス、キャベツ

用排水施設等の新設、改修に伴う施維持管理費節減効果 △１，６５８
設の維持管理費の増減

対象施設：排水機場、用水路、排水

路、農道

農道が改良される事による農産物の営農に係る走行経費 ９６８
生産並びに流通に係る輸送経費の節節減効果
減

対象施設：農道



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３７４
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

排水機場の整備による農地の被害の地域の生活環境 地域洪水被害防止効 １，４１３
防止の保全・向上 果
対象施設：ほ場

換地手法を用いた合理的かつ経済的非農用地等創設効果 ４５５
な用地取得による経費節減

対象施設：道路

排水路の一部を魚類等の生息環境に水辺環境整備効果 ２４４
配慮した施設とすることによる水辺

環境の保全

対象施設：排水路

計 ５２，１１７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 農業用水再編対策事業 都道府県名 和歌山県 地区名 日高川Ⅱ期

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，２１０，０００千円

年 効 用 ② １７３，６６８千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １９，２４９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率 ×（１ ⑤ ０．０６２８
便益を算定するための係数＋建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，７４６，１６５千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２４

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

冬期用水確保による単収増農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３８，８４２
対象作物：白菜、大根の増加

用水路等の改修、統廃合に伴う施設営農経費の節減 維持管理費節減効果 ９，６３６
の維持管理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １２５，１９０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

計 １７３，６６８



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 岡山県 地区名 笠岡湾干拓

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２１０，０００千円

年 効 用 ② ２２，３４１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０９８４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２２７，０４２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０８

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設の改修に伴う施設の維持管営農経費の節減 維持管理費節減効果 １，４３１
理費の節減

対象施設：揚水機場、水管理施設

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２０，９１０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：揚水機場、水管理施設の維持

計 ２２，３４１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 長崎県 地区名 三会原

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １２７，０５０千円

年 効 用 ② １８，４４３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１２４９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １４７，６６２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

揚水機運転の自動化に伴う維持管理営農経費の節減 維持管理費節減効果 ３，２８７
費の節減

対象施設：電気設備

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 １５，１５６
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：電気設備、通気施設、の維持

水管橋

計 １８，４４３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 長崎県 地区名 山田地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ７５１，０００千円

年 効 用 ② ４７，１６３千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８００，７３０千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 １３，０７２
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、小麦、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ等

排水路の改修に伴う施設の維持管理営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２６５
費の節減

対象施設：排水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ２４，０５２
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

洪水の溢流による農地災害、作物に施設更新による 災 害 防 止 効 果 ６，８０１
対する湛水被害解消の効果災害防止
対象施設：排水路

環境に配慮した構造により地域住民地域の生活環境 水辺環境整備効果 ２，９７３
の生活環境や利便性の向上を図るこの保全・向上
とにより創造される効果

対象施設：排水路

計 ４７，１６３



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 熊本県 地区名 楠浦

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ６９６，８００千円

年 効 用 ② ３９，２６４千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ９，３０４千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５２１
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ７４４，３２４千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用水施設の改修による用水運搬に係営農経費の節減 営農経費節減効果 ４，１４７
る労働時間や機械経費の節減

対象作物：かんしょ、レタス、いん

げん

用水施設の改修に伴う施設の維持管維持管理費節減効果 ３，２０７
理費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３１，９１０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路、道路の維持

計 ３９，２６４



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 都道府県名 熊本県 地区名 画図南部地域水田農業支援排水対策特別事業

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，４７８，４９５千円

年 効 用 ② ２６５，２３７千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３１年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５８０
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ４，５７３，０５２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０２

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

水田の排水改良等による転作作物の農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８０，３８３
面積拡大や単収の増加の増加
対象作物：水稲、大豆、大麦、トマ

ト、なす、レタス、メロン

ほ場の大区画化による労働時間の短営農経費の節減 営農経費節減効果 １３７，２５０
縮や機械経費の節減

対象作物：水稲

用排水施設等の改修、統廃合に伴う維持管理費節減効果 １２，１５７
施設の維持管理費の節減

対象施設：排水機、排水路、道路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３５，４４７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：排水路の維持

計 ２６５，２３７



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 宮崎県 地区名 岩熊

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① １３７，５００千円

年 効 用 ② ７，８５１千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４５年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４９２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ １５９，５７３千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

用排水施設等の改修に伴う維持管理営農経費の節減 維持管理費節減効果 ２５４
費の節減

対象施設：用水路

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ６，２５７
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：用水路の維持

用排水施設等の改修に伴い、作物及施設更新による 災 害 防 止 効 果 １，３４０
び家屋に及ぼす災害の防止災害の防止

計 ７，８５１



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 鹿児島県 地区名 西京

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２８１，０００千円

年 効 用 ② ３９，６２２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ １，５８３千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ １０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．１２５７
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ３１３，６２８千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．１１

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

ダム本体等の改修に伴う施設の維持営農経費の節減 維持管理費節減効果 ７，４７２
管理費の節減

対象施設：ダム本体・放流警報設備

・ダム附帯設備・揚水機場・幹線水

路・減圧水槽・ファ－ムポンド

老朽化した施設の更新による従前の施設更新による 更 新 効 果 ３２，１５０
農業生産の維持従前の農業生産
対象施設：ダム本体・附帯施設・ダの維持
ムTM・警報施設改修・ダム諸量処理

設備・電源空調設備・用水管理設備

・用水設備

計 ３９，６２２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 東江上

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，９７９，８６０千円

年 効 用 ② ３３６，１９２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ８，９６７千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３９年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５３２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ６，３１０，４３１千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ３２９，５７２
面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、輪菊、ゴー

ヤ、タバコ

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 １４，９７９
時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：葉たばこ、さとい
も、輪菊

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △１０，９５１
管理費の増加

対象施設：送水管、畑かん施設等

管路整備により、給水所（旧施設）施設更新による 更 新 効 果 ７０１
が持つ従来の機能の維持従前の農業生産
対象施設：給水所の維持

管路埋設により、道路（旧施設）が地域の生活環境 公共施設保全効果 １，８９１
持つ従来の機能の維持の保全・向上
対象施設：農道・村道舗装

計 ３３６，１９２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 高田

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ８６４，６０４千円

年 効 用 ② ５４，６６２千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ２８年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０６１２
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ８９３，１６９千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ４，００７
面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、とうがん、

ゴーヤ

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ５４，５０４
時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：さとうきび、葉たばこ

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △３，８４９
管理費の増加

対象施設：送水管、畑かん施設等

計 ５４，６６２



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 福北

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ２，１８６，９５９千円

年 効 用 ② １３０，５８９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ －

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ３４年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０５５４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ２，３５７，２０２千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０７

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ８０，２７６
面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、ゴーヤ、メ

ロン、マンゴー、いんげん

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ３８，７２５
時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：さとうきび、葉たばこ

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △６，１０４
管理費の増加

対象施設：送水管、畑かん施設等

降雨等により周辺海域へ流出する土地域の生活環境 水辺環境整備効果 １７，６９２
砂を防止することによる水辺環境のの保全・向上
保全

対象施設：浸透池

計 １３０，５８９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 北東第２

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ４，４００，０３３千円

年 効 用 ② ２７２，４０９千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ８，６６９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ４６年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４８９
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，５６２，０６７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．２６

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２８，１２５
面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、カボチャ、

パパイヤ

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ２４５，００８
時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：さとうきび

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △５，６８４
管理費の増加

対象施設：揚水機、送水管、畑かん

施設等

降雨等により周辺海域へ流出する土地域の生活環境 水辺環境整備効果 ３，４４５
砂を防止することによる水辺環境のの保全・向上
保全

対象施設：貯水池

管路埋設により、道路（旧施設）が公共施設保全効果 １，５１５
持つ従来の機能の維持

対象施設：村道・農道舗装

計 ２７２，４０９



費用対効果分析に関する説明資料

事業名 かんがい排水事業 都道府県名 沖縄県 地区名 幕内（２期）

１．費用便益比の算定

区 分 算 定 式 数 値 備 考

総 事 業 費 ① ５，４６０，０００千円

年 効 用 ② ２７３，５６０千円

廃用する施設の現存価値廃 用 損 失 額 ③ ２，８５９千円

当該事業の耐用年数総合耐用年数 ④ ５０年

総合耐用年数に応じた効用から総還元率×（１＋ ⑤ ０．０４８４
便益を算定するための係数建設利息率）

総 便 益 ⑥＝②÷⑤－③ ５，６４９，２０７千円

費 用 便 益 比 ⑦＝⑥÷① １．０３

２．年効用の総括

項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑地かんがい施設の整備による作付農作物の生産量 作 物 生 産 効 果 ２１０，２９２
面積の拡大や単収の増加の増加
対象作物：さとうきび、馬鈴薯、パ

パイヤ

畑地かんがい施設の整備による労働営農経費の節減 営農経費節減効果 ２５，８０８
時間の短縮や機械経費の節減

対象作物：さとうきび

畑地かんがい施設の整備による維持維持管理費節減効果 △７，７０１
管理費の増加

対象施設：ﾌｧｰﾑﾎﾟﾝﾄﾞ、揚水機場、送

水管、畑かん施設等

既設の給水所等の改良による従前の施設更新による 更 新 効 果 ４８９
農業生産の維持従前の農業生産

給水所の維持 対象施設：

農地等からの土砂流出防止施設更新による 災 害 防 止 効 果 ３，１９３
災害防止

降雨等により周辺海域へ流出する土地域の生活環境 水辺環境整備効果 ３２，３５５
砂を防止することによる水辺環境のの保全・向上
保全

対象施設：集水池、浸透池



項 目 年効果額（千円） 効果の内容

畑かん施設が防火用水としての機能地域の生活環境 地 域 用 水 効 果 ８８０
を有することによる防火水槽の設置の保全・向上
費用節減

貯水池等にフェンスを整備すること安 全 性 向 上 効 果 １，４８４
によって安全性を向上

管路埋設により、道路（旧施設）が公共施設保全効果 ６，７６０
持つ従来の機能の維持

計 ２７３，５６０


